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1．はじめに  

総務省発表の最新人口推計では、日本の総人口に占める65歳以上の高齢者の割合が過去最高の28.8％となり、

国内における 80 歳以上の高齢者の人口が 1.16 千万人を超えている。日本の「3 人に 1 人が高齢者」となるのも

まもなくという状況にある[1]。一方で少子化による人口減少も 2011 年以降一貫して進んでおり日本が世界に先

陣を切って超少子高齢化社会を迎えるという現実に直面をしている[2]。 
日本の健康寿命は 2016 年は男性が 72.14 年、女性が 74.79 年と緩やかに伸長しており[3]、高齢者の体力・

運動能力調査では65～79歳の体力・運動能力は、握力、上体起こし、開眼片足立ち、6分間歩行など、ほとん

どの項目が上昇傾向にある[4]など、高齢者の自立した生活に期待できる兆しはあるが、一方で高齢者を支える成

人人口の減少により、社会保障財源の確保の難しさや、医療・福祉関連従事者の人材不足など課題が山積している

状況だ。 
本レポートでは、少子高齢化社会先進国の日本における、介護・介助関連技術開発の全体動向を特許データから

探り、特許として急激に注力されている技術、近年の新出技術を探索していきたい。 
 
2．分析対象母集団 

 分析対象母集団として2011年以降に公開された国内公開公報において、タイトル、要約、  請求項、詳細な

説明に「介護」「介助」[3]を有する文書を分析対象とした。収集した全公報3,034件を、VALUENEX株式会社

が提供するテキストマイニングによる俯瞰ツールVALUENEX Radar (TechRadar)を用い分析を行った。 
公開年別件数推移を以下に示す。2013年から2017年まで年々増加傾向にあり、2018年以降は平衡状態であ

ると言える。国内公開公報の全件数では近年減少傾向であることを考慮すると、介護関連技術は継続し注力され

ていることがわかる。  
 

 
図1．介護・介助関連 国内公開公報件数推移 
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3．介護関連全体俯瞰解析 

今回3,034件の介護・介助関連公報について、VALUENEX Radarを用いたテキストマイニングによる俯瞰

解析を行った。VALUENEX Radarは、類似する文書どうしを、その件数の多寡に関係なく、その類似度の程

度に応じて近くに自動プロットを行なう。主要な各技術公報群が自己集積して技術クラスター群が複数形成さ

れ、国内における開発の自動分類と、その技術間の類似度を得ることが出来る。 

 

 
図2．介護・介助関連 国内公開公報の技術分布 俯瞰図 

 

介護・介助関係の俯瞰解析を行った結果、大きく3つ（図2）にわかれた。左下部、左側に「介護システ

ム」、右上部に「介護機器」下部には「介護用品」の領域が配置された。 

次に2016年以降増えている領域を明らかにするため、時系列での特許出願領域の推移を確認する。 

2011年～2015年と2016年～2020年の2016年の前後5年間で俯瞰図を比較、2016年以降際立って増加傾向に

あるのは、「介護システム」であることが確認できる。 
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図3．5年間比較 介護・介助関連 国内公開公報の技術分布 俯瞰図 
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4．介護システム俯瞰解析及び領域主要プレイヤー 

 近年技術開発が活性化している「介護システム」領域の関連公報551件を抽出し、再度VALUENEX 
Radarを用いたテキストマイニングによる俯瞰解析を行った。「介護システム」領域の俯瞰解析を行った結果、

大きく4つ（図4）にわかれた。 
中心部に「生体情報関連システム」左側に「医療関連システム」、右上部に「介護・ケア関連システム」右下

部には「介護支援関連システム」の領域が配置された。いずれの領域も、技術間に空白領域が見られ、技術が近

しい距離で点在している状況にあることがうかがえる。 

 

 

図4．介護システム関連 国内公開公報の技術分布 俯瞰図 

 

次に全期間における主要出願人別の国内公開公報件数及び2016年前後での件数比率及び件数推移を図5・6に

示す。首位がコニカミノルタ株式会社 (4902)、2位はデカ・プロダクツ・リミテッド・パートナーシップ、3位は

株式会社東芝 (6502)、4位コーニンクレッカフィリップスエヌヴェ、5位アイホン株式会社 (6718)と並ぶが、コ

ニカミノルタ株式会社の件数が最も多く、2位以降の企業との件数差が大きく、本領域をリードしている状況にあ

る。また上位10社企業のうち、2016年以降の件数比率50%以上が9社と、近年特許出願が活況な領域であるこ

ともうかがえる。件数推移についても主要出願人別件数でみられた通り、2015年以降大幅に伸長していることが

確認できた。 
本領域をリードするコニカミノルタ株式会社の出願内容は、ヘルスケア事業の中期経営戦略で示されている、

医療 IT ビジネス拡大「医療 IT プラットフォームに患者・医療機関・パートナー企業をつなぎ、画像を差別化に

した医療 IT サービス展開」[5]を体現する技術開発が進んでおり、「介護支援関連システム」、「介護・ケア関連シ

ステム」領域に画像技術を活用した多数の特許出願を行っている。 
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図5．全期間 主要出願人別 介護システム関連 国内公開公報件数及び比率 

 

 

図6．全期間 介護システム関連 国内公開公報件数推移 

 

5．介護システム領域における急成長領域と 2019年以降の新出クラスター 

続いてVALUENEX Radarで各クラスターの文献に占める閾値以降の文献の増加率が高いものを抽出する

「急成長領域」についてみていく。 

 

 

図7．介護システム関連 国内公開公報の技術分布 急成長領域俯瞰図 
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1 コニカミノルタ株式会社' 54 1 53 1.9% 98.1%

2 デカ・プロダクツ・リミテッド・パートナーシップ 16 2 14 12.5% 87.5%

3 株式会社東芝 15 5 10 33.3% 66.7%

4 コーニンクレッカフィリップスエヌヴェ' 13 1 12 7.7% 92.3%

5 アイホン株式会社 12 5 7 41.7% 58.3%

5 ヒル－ロムサービシズ，インコーポレイテッド 12 5 7 41.7% 58.3%

7 パラマウントベッド株式会 11 0 11 0.0% 100.0%

8 積水化学工業株式会社 10 0 10 0.0% 100.0%

9 ゾールメディカルコーポレイション 9 1 8 11.1% 88.9%

9 株式会社ケアコム 9 7 2 77.8% 22.2%
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急成長領域は、「介護・ケア関連システム」領域内の「地域包括ケア事業システム」と「利用者向け関連・商品

情報提供装置」、「介護支援関連システム」領域内の「看介護見守りシステム」と「行動監視システム」の4領域。

詳細は下記表1に概要、特許例、出願企業例をまとめた。 

 いずれも超高齢化社会で懸念がされる、医療・福祉関連従事者の人材不足を、システムで補うことを目的とした

技術であり、出願企業も各領域に得意分野を持つ企業の進出している様子がうかがえる。 

 

表1. 介護システム関連 国内公開公報の技術分布 急成長領域一覧 

 

 

最後に、2019年以降の新出領域で、現状の領域群にはない、俯瞰図の外に配置される新しい技術動向を確認し

た。トヨタ自動車株式会社 (7203)の「促し発話装置、促し発話方法及びプログラム」、有限責任あずさ監査法人の

「医療支援及び／又は介護支援のためのシステム、サーバ、方法、プログラム」、テルースユーケアインコーポレ

ーションの「高齢者介護非接触活動検出ネットワークによるバイタルサイン」、日清食品ホールディングス株式会

社 (2897)日清食品株式会社の「食品情報提供システム、装置、方法及びプログラム」など既存の領域にはない、

出願企業による新技術の特許出願も進められており、本領域の技術マップが拡張していく片鱗を確認できた。 
 

 
図8. 介護システム関連 国内公開公報の技術分布 2019年以降新出領域俯瞰図 

急成長領域（件数） 概要 特許例 出願企業例

地域包括ケア事業システ
ム（9）

・介護給付・予防給付事業、介護予防・日常生活支援事業を含む総合
事業、及び医療・介護連携推進事業の各事業を、量的及び質的に分析
して実行する各種地域包括ケア事業システムに関する技術

地域包括ケア事業システム
P2019-87239A

株式会社東芝
東芝デジタルソリューションズ
株式会社

利用者向け関連・
商品情報提供装置
（6）

・利用者に対して適切な保険の提案を実現する技術
・医療商品の情報を関係する人に効率的に提供する情報提供サーバ、
情報提供方法、および情報提供システム
・介護対象者ごとに適切な排泄用具及び吸収性物品の組み合わせにつ
いて提供する技術

決定装置、決定方法、および決定プログラム
P2019-114306A
情報提供サーバ、情報提供方法、および情報提
供システム
P2019-87671S

ヤフー株式会社
富士フイルム富山化学株式会社
パラマウントベッド株式会社

看介護見守りシステム
（5）

・介護拒否行動が発生したことを通知する技術
・薬剤の投与による副作用を通知する技術
・介護記録支援システム、介護記録支援システム用プログラム

情報を通知するためのプログラム、情報処理装
置、および、情報を通知するためにコンピュー
ターで実行される方法
P2020-184201A

コニカミノルタ株式会社

行動監視システム
（6）

・特定行動の通知をより適切に行うことができる行動監視システム
・介護対象者の行動における異常の有無を判定し、その判定結果を外
部に通知する技術

介護施設用行動異常検知装置、該方法および該
システム
P2019-130674S
行動監視システム、及び、行動監視方法
P2019-146712A

コニカミノルタ株式会社
パナソニックＩＰマネジメント
株式会社

医療関連システム

介護・ケア関連システム

生体情報関連システム

介護支援関連システム

テルースユーケアインコーポレーション
高齢者介護非接触活動検出ネットワーク
によるバイタルサイン
P2020-535861T他

日清食品ホールディングス株式会社
日清食品株式会社
食品情報提供システム、装置、方法及び
プログラム
P2019-212059A他

有限責任あずさ監査法人
医療支援及び／又は介護支援のためのシ
ステム、サーバ、方法、プログラム
P2020-119119A他

トヨタ自動車株式会社
促し発話装置、促し発話方法及びプログ
ラム
P2020-119288A他
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6．終わりに 

 本レポートでは介護・介助全般の動向把握と、近年の国内特許出願が伸長している介護システム領域の、技術開

発動向を分析した。 

 介護・介助関連技術では「介護システム」領域が活性化していることを確認、「介護システム」領域の中では、

「生体情報関連システム」、「医療関連システム」、「介護・ケア関連システム」、「介護支援関連システム」の 4 領

域があるが、技術は点在している状況にあることを示した。急成長4領域は、「地域包括ケア事業システム」と「利

用者向け関連・商品情報提供装置」、「看介護見守りシステム」、「行動監視システム」といずれも医療・福祉関連従

事者の人材不足を補う技術であり、人材不足解消の技術開発が早急に進められていることを確認した。また2019
年度以降の新出領域では、食品会社、自動車企業など他分野からの参入促進に兆しがあり、領域全体の技術拡大が

進む兆候をみることができた。 

介護システム分野が活性化している背景には、介護・介助における課題をシステムで補完する試み、そして高齢

者の QOL 向上をはかるためのこまやかな情報提供システム構築の試みなどがあり、多様な視点での技術開発の

動向が行われていることに心強さを覚えるとともに、少子高齢化社会先進国である日本の介護・介助関連技術が、

世界をリードする未来に期待したい。 
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